
 

様式第１号（第６関係） 

  年  月  日 

北上市長 様 

所  在  地： 

法人名・屋号： 

代  表  者  名： 

電 話 番 号： 

メールアドレス： 

   

 

北上市賃上げ支援補助金交付申請書兼請求書 

 

北上市賃上げ支援補助金の交付を受けたいので、北上市賃上げ支援補助金交付要綱

第６の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。 

記 

 

１ 交付対象従業員数                         人 

 

２ 交付申請額兼請求額                        円 

                      （対象従業員×38,000円） 

 

３ 補助金の振込先口座 

金融機関名  本・支店名  

口座種別 

（いずれかに

〇） 

普通  ・  当座 
口座番号 

 

ﾌﾘｶﾞﾅ  

口座名義人  

 

 

  



 

誓約書 

北上市賃上げ支援補助金交付要綱第３に規定する補助対象者に該当することを

誓約します。 

  年  月  日 

法人名・屋号：                       

代 表 者 名 ：                       

 

次の項目に宣誓又は同意する場合に、チェック印（ ☑ ）を入れてください。 

（申請には、全ての項目に☑の印が必要です。すべての項目に☑がない場合、支給は

できません。） 

1 □ 

以下のすべての項目に虚偽がないことを誓い、内容に同意したうえで申請

する。 

また、北上市から報告・立会検査・返還の求めがあった場合は速やかに応

じる。 

2 □ 

岩手県が実施する物価高騰対策賃上げ支援金（岩手県が令和７年 10 月１日

から令和８年９月 30 日までの賃上げを対象に支給する支援金をいう。）の

支給を受けていない。 

3 □ 
市内に本社若しくは主たる事業所がある又は支店、営業所等の事業所が市

内にある。 

4 □ 市内の事業所に常時使用する従業員を１人以上雇用している。 

5 □ 納期の到来している市税に滞納がない。 

6 □ 
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122

号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行っていない。 

7 □ 

北上市暴力団排除条例（平成 27 年北上市条例第 28 号）第２条第１号に規

定する暴力団又は役員が同条第２号に規定する暴力団員又はこれらと密接

な関係を有する者でなく、経営に暴力団及び暴力団員が実質的に関与して

いない。 

8 □ 公的機関から２分の１以上の運営費を得ている法人等でない。   

9 □ 
会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第

225 号）等に基づく再生又は更生手続きを行っている者ではない。 

10 □ 対象従業員の賃金引き上げ後の賃金支給実績が１月以上ある。 

11 □  対象従業員の賃金引き上げ後の賃金水準を１年間継続する 。 

 

 

 

 

 


